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 １ 未来を支える多様な担い手づくり 
 
 
（１）新規就農者の確保・育成 
 
① 就農誘導対策の充実 
●(当初)「農業啓発推進事業費」（農業技術課 ７０６千円）  

    内容：学校教育における農業教育の推進による農業・農村への理解促進を図る。 
 
                ・「高校生あぐり体験事業費」（１９８千円） 
                  内容：農業大学校で農業体験をすることによって、農業の魅力と農業大学校を理

解し、農業大学校への進学と新規就農者の育成を促進する。 
 

・「小中学校農業教育推進地区活動事業費」（１４５千円） 
                  内容：小中学校対象に学校農園等を活用した農作物の栽培や知識の習得を支援す

ることにより農業への関心を高める。 
 

●(当初)「就農支援対策事業費」（担い手対策室 ８，０２８千円） 
    内容：意欲ある新規就農者を確保するため、就農支援センターを設置し、就農計画の認定等

を通じその育成を図る。 
 
        ・「就農支援センター事業費補助金」（７，０２８千円） 
             内容：就農・就業がスムーズにでき、本県農業の担い手を確保・育成するため、

県就農支援センターに就農相談マネージャーを配置し、就農相談活動等、
就農支援対策に要する経費を助成する。 

             事業主体  （公財）県農業振興公社 
             事業費    ７，０２８千円 
             補助率     １０／１０以内 
 

●(当初)「就農促進総合支援事業費」（農業技術課 ９，９４２千円） 
    内容：農業の担い手の確保・育成を図るため、就農準備段階から就農後にかけて新規就農希

望者へのきめ細かい総合的な支援対策を実施する。 
 
        ・「就農トレーニング塾設置事業費」（１，９４２千円） 
             内容：農業大学校において本県に就農を希望する多様な新規就農者が自己の農業

への適性判断や栽培作物を選定するために必要な実践的な農業体験ができ
る短期研修を実施する。 

 
・「新規就農者等機械・施設整備事業費補助金」（８，０００千円） 
 内容：人・農地プランに位置づけられた、今後の地域農業の中心となる経営体が

融資を活用し、機械や施設導入を行う際、かかる経費の一部を助成する。 
 

●(当初)「青年就農給付金交付事業費」（担い手対策室 ４０２，６３３千円） 
        内容：就農意欲の喚起と就農定着を図るため、就農前の研修期間及び経営開始後の一定期間

において、所得を確保する給付金を交付する。 
 
        ・「青年就農準備型給付金」（６９，７５０千円） 
             内容：県の認める研修機関や先進農家で研修を受ける者に対して、年間最大 

１５０万円を最長２年間給付する。 
 

・「青年就農経営開始型給付金」（３３２，６２５千円） 
             内容：経営が不安定な就農直後の所得を確保するため、新規就農者に対して年間

最大１５０万円を最長５年間給付する。 
 

○(当初)「農業大学校費」（農業技術課  ７２，３８８千円） 
        内容：農業後継者や新規参入希望者への研修教育を行う。 
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② 就農定着支援対策の強化 
●(当初)「就農定着支援制度推進事業費」（担い手対策室 ４９，０８４千円） 
内容：新規就農者の確保・育成に必要な、実践的な栽培技術及び経営管理の習得、農地等の

確保、地域住民との人間関係の形成など、新規就農希望者が持つ共通の課題を解決し、
本県への就農を支援するため、新規就農者の育成に高い見識と能力を持ち、かつ十分
な研修環境を提供できる農業者等（アグリマスター）の指導の下で長期研修を実施す
る。 

 
●(当初)「ニューファーマー定着支援事業費」（担い手対策室 ５，０８２千円） 
内容：県内の農村地域において、農家の高齢化や離農により不要になった農業用施設や機械

の情報収集の実施と、情報提供に向けたサイトの開設を行う。また、新規就農者の早
期経営安定化のモデル的な取り組みに対し、遊休施設や機械の修繕や機能強化に必要
な経費を助成。 

 
●(２補)臨「農家子弟等Ｕターン就農推進事業費」（担い手対策室 １５，０００千円） 
内容：新規就農者の確保を図るため、県外に居住している農家子弟のＵターン就農に対し奨

励金を支給する。 
 

●(２補)臨「Ｕ・Ｉターン就農推進事業費」（担い手対策室 ２，５００千円） 
内容：新規就農者の確保を図るため、就農希望者等に対する意識調査を実施する。 

 
●(２補)臨「アグリマスター研修制度支援補助金」（担い手対策室 ２，０００千円） 
内容：アグリマスターが行う研修の充実、強化を図り、就農定着を促進するため、農業用機

械の購入、ほ場の借り上げ等に対して助成する。 
 

●(当初)「青年就農給付金交付事業費」（担い手対策室 ４０２，６３３千円） 再掲 Ｐ１ 
 

●(当初)「就農促進総合支援事業費」（農業技術課 ９，９４２千円） 
・「新規就農者等機械・施設整備事業費補助金」（８，０００千円） 再掲 Ｐ１ 

 
●(当初)「農業啓発推進事業費」（農業技術課 ７０６千円） 再掲 Ｐ１ 

 
●(当初)「農地中間管理事業費」（農村振興課 １３１，６４１千円）  
内容：地域内の分散し錯綜した農地利用を整理し、担い手ごとに集約化する必要がある場

合や耕作放棄地について、農地中間管理機構が借り受け、必要な場合は基盤整備等
の条件整備を行い貸し付ける。また、借り受けた農地については、貸し付けるまで
の間、農地として管理を行う。 

 
●(当初・６補)「機構借受農地整備事業費」 
（農村振興課 当初：７０，０００千円 ６補：３０，０００千円） 
内容：担い手のニーズにきめ細かく対応するために、小規模農地の条件整備を迅速に実施

する。 
 

●(当初)「やまなし有機の郷づくり実践モデル事業費」（農業技術課 ３１，６６４千円） 
       内容：有機農業の実践モデル事業として、有機農業における課題として担い手育成のための

課題を解決するため実践モデル事業により取り組む。 
 

・「有機農業協力隊推進事業費」（３１，６６４千円） 
              内容：有機農業の担い手を確保するため、都市住民を誘致し、農業活動や地域活

動の実施による、有機農業での地域への定住・定着を図る。 
                     事業期間 平成２６年度～平成２７年度 農業協力隊員数 ７名 
                          平成２７年度～平成２８年度 農業協力隊員数 ５名 
 

●(２補)新「甲州牛担い手確保支援事業費」（畜産課 １，８００千円） 詳細 Ｐ１５ 
 
 
（２）企業的経営の推進 
 
① 認定農業者の確保・育成 
●(当初)「農業経営構造対策事業費」（農村振興課 ６，２７１千円） 

        内容：地域農業の経営体を育成するため、市町村、農業団体等の行う施設整備や推進事業等
を支援する。 
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   ●(当初)「畜産総合対策推進指導事業費」（畜産課 ９，５３９千円） 
        内容：畜産農家の経営・生産技術の高度化を図るため、支援指導体制の確立、専門家による

支援指導等を行うために、畜産経営技術高度化促進事業を委託する。 
                委託先     （公社） 県畜産協会 
                委託料      ２，４６０千円 
 

●(当初)「就農促進総合支援事業費」（農業技術課 ９，９４２千円） 
 

・「新規就農者等機械・施設整備事業費補助金」（８，０００千円） 再掲 Ｐ１ 
 
      ●(当初)「経営体育成総合資金対策費」（農業技術課 ３，０４３千円） 
        内容：農業者の自主性と創意工夫を生かした、効率的・安定的な経営体の育成を図るため       

の総合融資制度に対し、利子助成及び無利子貸付を行う。 
 
        ・「農業経営基盤強化資金利子助成補助金」（２，４６１千円） 
                         補助先      市町村 
                         利子助成率   年利０．２５％以内 
 
           ・「県農業信用基金協会特別準備金積立補助金」（５８２千円） 
                         補助額     ５８２千円 
                         補助先      県農業信用基金協会 
 
      ●(当初)「農林漁業資金対策費」（農業技術課 １，０２１千円） 
        内容：制度資金借入農家及び借入予定農家の農業経営を中小企業診断士等が調査・分析す       

る。 
 
      ●(当初)「農業災害対策資金」（農業技術課 １，０４４千円） 
        内容：凍霜害など、災害によって損害を受けた農業者の負担を軽減するため、利子補給を行

うことで、被害農業者の経営維持・安定を図る。 
 

●(当初)「組合等指導費」（農政総務課 １，９１３千円） 詳細 Ｐ１１ 
 
●(当初)「肉用子牛価格安定対策事業費」（畜産課 ６２１千円） 詳細 Ｐ１５ 

 
●(当初)「果樹農家規模拡大支援事業費」（果樹食品流通課 ２，２００千円） 詳細 Ｐ１０ 

 
 
② 経営の法人化と大規模農業経営体の育成 

      ●(当初)「農業近代化資金対策費」（農業技術課 ８，８６６千円） 
        内容：農業経営の近代化、農村生活環境の整備などを目的とした長期・低利の資金の円滑       

な活用を図るため、資金借入者の利子負担の軽減措置を講ずる。 
             資金名                             融資枠 
           農業近代化資金               １，０００，０００千円 
           中山間地域活性化資金             １００，０００千円 
 

●(当初)「農林漁業資金対策費」（農業技術課 １，０２１千円） 再掲 P３ 
 

●(当初・２補・６補)「企業的農業展開支援対策費」 
（担い手対策室 当初：１，３５３千円 ２補：５，６３６千円 ６補：１，８００千円） 

詳細 Ｐ４ 
・(当初)「企業的農業推進事業費」（１，３５３千円） 詳細 Ｐ４ 

 
・(６補)「農業経営承継支援事業費」（１，８００千円） 
内容：営農集団等の法人化を支援し、持続的な農業展開を図るとともに、既存の

農業経営体に対し、経営継承の普及啓発を行い、次世代への円滑な経営継
承を図る。 

 
●(当初)「組合等指導費」（農政総務課 １，９１３千円） 詳細 Ｐ１１ 

 
●(当初)「農地中間管理事業費」（農村振興課 １３１，６４１千円） 再掲 Ｐ２ 
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③ 企業の多様なニーズに応じた農業参入の促進 
●(当初・２補・６補)「企業的農業展開支援対策費」 
（担い手対策室 当初：１，３５３千円 ２補：５，６３６千円 ６補：１，８００千円） 

    内容：農地の有効活用と農村の活性化及び企業参入等を促進する。 
 

・(当初)「企業的農業推進事業費」（１，３５３千円） 
            内容：企業の農業参入を積極的に推進するため、企業訪問、セミナー等を通じ企

業の農業参入促進活動を展開する。 
 

・(２補)臨「やまなしふるさと農園づくり支援事業費」（５，６３６千円） 
             内容：農地の有効活用や農山村の活性化を図るため、企業と農山村のマッチング

を行い、企業の社会貢献活動や社員研修の場としての農山村活用を推進す
る。 

 
●(当初)「企業的農業経営推進支援モデル事業費」（農村振興課 ４０，０００千円） 

       内容：企業などの農業参入を促進するため、ほ場や農道などの生産基盤の条件を整備するモ
デル的な取り組みに対して支援する。 
事業主体  市町村、農地保有合理化法人等 

        事業費   ８０，０００千円 
        補助率   １／２ 
 

●(当初)「農業経営構造対策事業費」（農村振興課 ６，２７１千円） 再掲 P２ 
 
 
（３）担い手への農地集約化の促進 
 
① 多様な担い手への農地利用集積の促進 

   ●(当初)「企業的農業経営推進支援モデル事業費」（農村振興課 ４０，０００千円） 
再掲 Ｐ４ 

●(当初)「農地中間管理事業費」（農村振興課 １３１，６４１円） 再掲 Ｐ２ 
 
      ●(当初)「機構集積協力金交付事業費」（農村振興課 ５４，０００千円） 
    内容：機構に対し、まとまった農地を貸し付けた地域及び、農地を貸付けて担い手への農地

集積・集約化に協力する農地の出し手に対して協力金を交付する。 
 
      ●(当初・６補)「機構借受農地整備事業費」 

（農村振興課 当初：７０，０００千円 ６補：３０，０００千円） 再掲 Ｐ２ 
 

●(当初)「農地集積基盤整備事業費」（耕地課 ２０，０００千円） 
    内容：中心経営体への農地集積を行う基盤整備事業の地元負担に対して助成する。 

事業主体  市町村、農地中間管理機構等 
補助率      定額（最大１２．５％） 

 
   ●(当初)「農業委員会指導費」（農政総務課 １１７，５６４千円） 
    内容：県農業会議及び市町村農業委員会が行う事業等に対し助成する。 
 
 
（４）地域を支える営農活動の促進 
 
① 農村女性の経営参画の推進 
●(当初)「農村女性活動推進支援事業費」（農業技術課 ２，０７４千円） 
 内容：農村地域の活性化を図るため、農村女性の活動を支援する。 

 
・「農村女性による農村資源活用事業費」（７１３千円） 
内容：農村資源を活用した新たな事業起しを推進するため、農村女性が主体とな

り商工業者等とのネットワークづくりを推進する。 
また、農村女性の資質向上を図り、農業・農村で活躍する農村女性リーダ
ーを育成するため、関東ブロック会議等に農村女性を派遣する。 
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② 定年帰農者等の活動促進 
      ●(当初)「農業啓発推進事業費」（農業技術課 ７０６千円） 再掲 Ｐ１ 
 

・「農作業安全推進事業費補助金」（農業技術課 ２５０千円） 
内容：担い手の減少や高齢化が進む農業・農村において、農作業機械による事故

が多発しており、農作業事故の未然防止のため、状況や原因の分析を行い、
農作業の安全について農家への啓発を実施する経費に助成する。 
事業主体  県農業協同組合中央会 

                        事業費      ５００千円 
                        補助率      １／２以内 
 
 
③ 地域の農業を支える農業者組織等の育成 

      ●(当初)「農業経営構造対策事業費」（農村振興課 ６，２７１千円） 再掲 Ｐ２ 
 

●(当初)「農地中間管理事業費」（農村振興課 １３１，６４１千円） 再掲 Ｐ２ 
 

●(当初)「機構集積協力金交付事業費」（農村振興課 ５４，０００千円） 再掲 Ｐ４ 
 
 
④ 「農援隊」による多様な農業者支援の推進 

    ●(６補)新「やまなし「農援隊」設置費」（農業技術課 ２，１３６千円） 
    内容：農業に関する専門知識を有する人材で構成する「農援隊」を設置し、退職帰農者や兼

業農家など、地域農業の多様な担い手への技術指導や経営支援を行う。 
 
 
 ２ 戦略を重視した新たな販売ルートづくり 
 
 
（１）農産物の販売戦略の推進 
 
① やまなしブランドの強化 

   ●(当初・２補・６補)「やまなし農産物ブランド化推進事業費」 
（農産物販売戦略室 当初：２０，４５３千円 ２補：３，２１８千円 ６補：９７６千円） 
内容：消費者ニーズを反映した「やまなしブランド」を確立するとともに、本県農産物のイ

メージアップと消費拡大を図るため、消費宣伝活動を実施する。 
 

・(当初)「富士の国やまなし農産物販売促進支援事業費補助金」 
（１４，０００千円） 

内容：県産農産物の販路拡大を図るため、県・農業団体が一体となって行うトッ
プセールスなどの消費宣伝の取り組みに対し助成する。 
事業主体  県農畜産物販売強化対策協議会 
事業内容 
・認証農産物の販路開拓 
・県産果実等の県内外での消費拡大 

               事業費 ３１，６１４千円 
               補助率 １／２以内 
 

・(当初)「農産物流通販売強化対策事業費補助金」（４，４３６千円） 
内容：販売対策強化のため、農産物インフォメーションセンター・輸出促進セン

ターによる市場や量販店の情報収集等と産地への提供等を支援する。 
             事業主体  県農畜産物販売強化対策協議会 
                        事業費      ８，８７５千円 
                        補助率      １／２以内 
 

●(当初)「富士の国やまなし農産物魅力発信事業費」（農産物販売戦略室 ９５８千円） 
    内容：県産農産物のブランド力、販売力の強化を図るため、「うんといい山梨さんプロジェ

クト」推進委員会を設置し、認証制度を活用したブランド化戦略を検討するとともに、
産地研修会の開催などを実施する。 
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・「うんといい山梨さんプロジェクト」推進委員会設置費（２７０千円） 
内容：富士の国やまなしの逸品農産物認証制度の品目追加や出荷団体の認証審査

と制度を活用したブランド化戦略を検討する。 
 

・「うんといい山梨さんプロジェクト」推進事業費（６８８千円） 
内容：認証制度を活用したブランド力強化に向けた産地研修会の開催や認証農産

物の普及・ＰＲ活動を実施する。 
 
      ●(当初)「環境保全型農業産地化支援事業費」（農業技術課 １１，３９８千円） 

詳細 Ｐ１８ 
・「甲斐のこだわり環境農産物認証事業費」（２１３千円） 
内容：化学合成農薬や化学肥料を一定の割合で削減して生産された農産物を認証

し、環境への負荷を減らすとともに県産農産物の消費拡大を図る。 
                        ・認証委員会開催 
                        ・認証制度普及・啓発 
 
 
② オリジナル品種の産地化の推進 

   ●(当初)「山梨県オリジナル品種産地確立事業費」（果樹食品流通課 １，６１２千円） 
       内容：オリジナル品種の普及とブランド化を推進し、産地強化を図る。 
 

・「山梨県オリジナル品種産地確立事業費補助金」（１，１９０千円） 
内容：オリジナル品種の普及とブランド化に向けた取り組みに対し助成する。 

事業主体  県オリジナル品種ブランド化推進会議 
事業費   ２，３９７千円 
補助率   １／２以内 

 
        ・母樹ウイルス検定費（４２２千円） 
 
   ●(当初)「ぶどうウイルスフリー苗供給対策事業費」（果樹食品流通課 ５，９８５千円） 
        内容：ウイルスフリー苗への計画的な改植により、ぶどうの高品質化を図るため、母樹の供

給やウイルス検定を行う。 
 
   ●(当初)「高品質果実生産推進事業費」（果樹食品流通課 ４，７０５千円） 
        内容：県外産地との競争の激化、消費者ニーズの多様化等に対応するため、県独自のオリジ

ナル品種の育成にあたり、県で育成する品種と併せて、民間で育成した新品種の育成
等に対し支援する。 
      
・「民間育種選抜支援事業費補助金」（５００千円） 

             事業主体  （公社）県果樹園芸会各部会等 
             事業費     １，０３８千円 
             補助率     １／２以内 
 

●(当初・２補)「肉用牛改良推進事業費」 
（畜産課 当初：１，０２１千円 ２補：１，８００千円） 詳細 Ｐ１４ 

 
・(当初)「高品質和牛倍増プラン推進事業委託料」（７６３千円） 詳細 Ｐ１５ 

 
・(２補)臨「甲州牛担い手確保支援事業費」（１，８００千円） 詳細 Ｐ１５ 

 
●(当初)「受精卵供給促進事業費」（畜産課 ８，３２７千円） 詳細 Ｐ１５ 

 
●(当初)「豚の改良増殖費」（畜産課 １３，９１０千円） 詳細 Ｐ１５ 

 
●(当初)「新銘柄豚生産拡大促進事業費」（畜産課 ２８，４５７千円） 詳細 Ｐ１５ 

 
●(当初)「鶏の改良増殖費」（畜産課 １１，７３４千円） 詳細 Ｐ１５ 

 
●(当初)「特産農産物生産支援整備事業費」（耕地課 ７０，０００千円） 詳細 Ｐ１２ 

 
●(当初)「花き振興促進事業費」（花き農水産課 ６，９９８千円） 詳細 Ｐ１４ 

 
●(当初)「専門技術調査活動費」（農業技術課 １，９１７千円） 詳細 Ｐ１７ 
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   ○(当初)「水産技術センター費」（花き農水産課 ８３，５４９千円） 詳細 Ｐ１７ 
 

○(当初・6補)「総合農業技術センター費」 
（農業技術課 当初：１３６，９２５千円 ６補：１，９９７千円） 詳細 Ｐ１７ 

 
○(当初・６補)「果樹試験場費」 
（農業技術課 当初：７８，８２４千円 ６補：４，７６１千円） 詳細 Ｐ１７ 

 
   ●(当初)「地域適応型新技術等実証事業費」（農業技術課 １，７６０千円） 詳細 Ｐ１８ 
 
 
③ マーケティング力の強化と販売促進活動の展開 
●(当初・２補・６補)「やまなし農産物ブランド化推進事業費」 
（農産物販売戦略室 当初：２０，４５３千円 ２補：３，２１８千円 ６補：９７６千円） 

 再掲 Ｐ５ 
・(２補)臨「新たな流通・販売ルート開拓支援事業費」（３，２１８千円） 

         内容：県産農産物や加工品の消費拡大を図るため、農業生産法人等の販路開拓に
向けた取り組みを支援する。 

 
●(当初)「やまなしの花総合振興対策費」（花き農水産課 ３，２２２千円） 詳細 Ｐ１４ 

 
      ●(当初)「フラワーセンター管理費」（花き農水産課 ２，０００千円） 詳細 Ｐ１４ 
 
   ●(当初)「農業の日等啓発事業費」（農政総務課 ２，７００千円） 詳細 Ｐ９ 
 

●(当初)「富士湧水の里水族館管理費」（花き農水産課 ４１，８１１千円） 詳細 Ｐ１６ 
 

●(当初)「やまなし新ブランド食肉普及拡大推進事業費」（畜産課 １，１７０千円） 
    内容：県の銘柄食肉を「甲州」統一ブランド食肉として情報発信し、そのイメージを定着さ

せることで、ブランド化と販路の拡大を図る。 
 

・「甲州統一ブランド食肉流通推進事業費」（５００千円） 
内容：新銘柄豚肉のブランド化と販路拡大を図るため、イベントの開催や協議会

が実施するＰＲ活動への助成を行う。 
             事業主体  県、新銘柄豚普及推進協議会 
                  補助率   １／２ 

 
・「フェスタまきば開催費補助金」（6７０千円） 
内容：まきば公園を会場とし、県産銘柄畜産物のＰＲイベント開催。 

             事業主体  フェスタまきば実行委員会 
             事業費   ２，０００千円 
                        補助率      定額 
 

●(当初)「山梨の新農産加工品開発推進事業費」（農業技術課 ６，７２１千円） 詳細Ｐ９ 
 

●(６補)「やまなし有機の郷づくりステップアップ事業」（農業技術課 １，７３３千円） 
  詳細Ｐ１９ 

・「有機農産物集出荷体制整備事業費補助金」(１，３００千円) 詳細Ｐ１９ 
 
 

④ 新たな分野への販路開拓 
●(当初・２補・６補)「やまなし農産物ブランド化推進事業費」 
（農産物販売戦略室 当初：２０，４５３千円 ２補：３，２１８千円 ６補：９７６千円） 

 再掲 Ｐ５ 
・(当初)「県産農産物販売強化支援事業費」（農産物販売戦略室 ２０２千円） 
内容：主要な卸売市場・量販店等において果実を中心に県産農産物の情報発信と

情報収集に努め、取扱い拡大を図る。 

   また、各地の県産農産物の販売状況や輸出向け取り扱い状況等を調査・分
析し、県産農産物の販売拡大・販路拡大のための資料とする。 
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・(２補)新「新たな流通・販売ルート開拓支援事業費」（３，２１８千円） 
内容：販路開拓・マーケティングアドバイザーによる生産法人や企業的な農家の

販路開拓等を支援、地域特産農産物の認知度向上のため既存の販売施設を
活用したアンテナショップを開設する。 

 
・(６補)新「県産食材利用促進事業費」（９７６千円） 

         内容：ホテル・旅館と生産者との利用促進に係る意見交換会を開催し、県産食材
の紹介、試食、サンプル提供を行い、メニューの開発を促進する。 

 
●(当初)「山梨の新農産加工品開発推進事業費」（農業技術課 ６，７２１千円） 詳細 Ｐ９ 

 
 
（２）県産果実の輸出戦略プランの推進 
 
① アジア諸国への輸出の拡大 

      ●(当初・２補・６補)「県産果実海外販路拡大支援事業費」 
（農産物販売戦略室 当初：３，４６２千円 ２補：１，１５０千円  

６補：４，４５９千円） 
        内容：高品質な県産果実への需要が高く、今後、輸出拡大が期待されるアジア地域でのトッ

プセールスや、フルーツフェア等のプロモーション活動の実施等により販路拡大を図
る。 

 
・(当初)「海外トップセールス事業」（２，０９３千円） 

          内容：県産果実のトップセールスを行い、輸出拡大を図る。 
 

・(当初)「果樹王国やまなし輸出拡大サポート事業費補助金」（１，３６９千円） 
         内容：県産果実の輸出を促進するため、海外での市場開拓や販路拡大等の取り組

みに対し助成する。 
             事業実施主体  県果実輸出促進協議会 
             事業費     ３，７３７千円 
             補助率     県費１／２以内 
 

・(２補)臨「輸出チャレンジャー育成事業費」（１，１５０千円） 
内容：海外販路のあるバイヤー等の本県への招へいによる産地見学会や商談会の

開催、香港フードエキスポへの農業法人等の出展により農業法人等の海外
への販路拡大を支援する。 

 
・(６補)臨「県産農産物等海外販売・情報発信拠点整備調査検討事業費」 

（４，４５９千円） 
             内容：本県農産物等の海外における販路拡大を図るため、アジア地域における販

売・情報発信拠点設置に係る適地調査を実施する。 
 

●(当初・２補・６補)「やまなし農産物ブランド化推進事業費」 
（農産物販売戦略室 当初：２０，４５３千円 ２補：３，２１８千円 ６補：９７６千円） 

 再掲 Ｐ５ 
・(当初)「農産物流通販売強化対策事業費補助金」（４，４３６千円） 再掲 Ｐ５ 

 
 
② 輸出向け生産出荷体制の整備 
●(当初・６補)「果樹試験場費」 
（農業技術課 当初：７８，８２４千円 ６補：４，７６１千円） 

・輸出向けモモ果実におけるモモシンクイガ対策 
・モモ鮮度保持技術の開発 

 
 
（３）農業の６次産業化の推進 
 
① ６次産業化モデルの育成 
●(当初・２補・６補)「やまなし農産物地産地消推進事業費」 
（果樹食品流通課 当初：１０，８１４千円 ２補：４６，００３千円 

６補：４，３００千円） 詳細 Ｐ９ 
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・(当初)「６次産業化ネットワーク活動支援事業費」（１０，０５２千円） 
         内容：６次産業化の支援体制を整備し、農林漁業者へのサポート活動、人材育成

研修会、交流会、個別相談会等を開催し、６次産業化を推進する。 
 

・(２補)新「６次産業化施設整備事業費補助金」（４２，００３千円） 
         内容：農林漁業者と多様な事業者がネットワークを構築して取り組む新商品開発

に必要な施設整備等に対して助成する。 
             事業主体 農林漁業者等 
             事業費  １４０，０１２千円 
             補助率  ３／１０以内 
 
        ・(２補)臨「６次産業化トライアル支援事業費」（４，０００千円） 
         内容：農業者が気軽に６次産業化の試作品づくりに取り組めるよう、食品加工業

者等に支援を委託するとともに、６次産業化で成功している全国事例、マ
ーケット需要等について調査委託を実施する。 

 
 
② 県産農産物を活用した新たな加工品開発の推進 

   ●(当初)「山梨の新農産加工品開発推進事業費」（農業技術課 ６，７２１千円） 
美味しい甲斐開発プロジェクト第２ステージ事業費（６，７２１千円）  
内容：全国各地で加工品開発等を成功に導いてきた小泉武夫氏を中心に新たな加工品開発

を支援するとともに、農業者をはじめ加工業者など関連事業者による法人組織のイ
ンキュベーション活動を支援し、「美味しい甲斐開発商品」のブランド力の強化と、
県内外への販路拡大を図る。 

 
・新たな加工品の開発支援（２，５００千円） 

          内容：発酵食品を中心とする加工品を開発する取り組みの一部を助成する。 
                 事業主体  農家、商工業者等で構成されるコンソーシアム 
                         事業費     ５，０００千円 
                         補助率     １／２以内 
 

・ブランド商品の販路開拓支援（３，２８８千円） 
         内容：法人組織（インキュベーション組織）のマルチチャンネルの情報発信によ

るブランド化や販路開拓について支援する。 
 
 
（４）地産地消の推進 
 
① 農産物直売所の販売力の強化 
●(当初・２補・６補)「やまなし農産物地産地消推進事業費」 
（果樹食品流通課 当初：１０，８１４千円 ２補：４６，００３千円  

６補：４，３００千円） 
        内容：地元の農産物を地元で消費する地産地消を推進するための体制づくりを進める。  
 

・(当初)「地産地消推進大会の開催等」（４０７千円）  
                内容：県内における地産地消の優良事例の表彰や講演等を通じて、地産地消の一

層の普及・啓発を図る。 
 

・(当初)「農産物直売所の販売力強化支援」（３５５千円） 
                内容：県産農産物の消費拡大を図るため、直売所の関係者を対象に「農産物直売

所魅力アップ支援講座」を開催する。 
 
 
② 地元農産物への理解の促進と利用の拡大 

   ●(当初)「農業の日等啓発事業費」（農政総務課 ２，７００千円） 
        内容：農業・農村の果たす役割について広く県民に理解を求めるとともに、県産農畜産物に

対する理解と消費拡大を推進するための経費に助成する。 
        事業主体   県農業まつり実行委員会 
             補助率   定額 
 
   ●(当初)「地域食品産業活性化総合推進事業費」（果樹食品流通課 ２９８千円） 
       内容：加工食品の高付加価値化を推進するとともに、地域食品産業の活性化を総合的に推進

する。 
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●(当初・２補・６補)「やまなし農産物地産地消推進事業費」 
（果樹食品流通課 当初：１０，８１４千円 ２補：４６，００３千円 

６補：４，３００千円） 再掲 P９ 
・(当初)「地産地消推進大会の開催等」（４０７千円） 再掲 P９ 

 
・(６補)新「県産食材供給強化事業費」（４，３００千円） 
 内容：特色ある県産食材の地産地消を促進するため、県内ホテル、レストラン等

に対するニーズ調査を実施するとともに新たな需要に応える新品目の生産
を行う農家等を支援する。 

 
      ●(当初)「やまなし新ブランド食肉普及拡大推進事業費」（畜産課 １，１７０千円） 

再掲 Ｐ７ 
 
   ●(当初)「食品流通合理化対策事業費補助金」（果樹食品流通課 ８９，４２８千円） 
 
    内容：甲府市地方卸売市場の機能強化を促進するため、甲府市が行う施設整備に対し助成す

る。 
        事業主体 甲府市 
        事業費  ２６９，３５２千円 
        補助率  １／３以内 
 
 
 ３ 次代につながる力強い産地づくり 
 
 
（１）果樹産地の強化 
 
① 果樹生産基盤の再生 

      ●(当初・６補)「果樹団地化促進支援事業費」 
（果樹食品流通課 ３６５千円 ６補：３，９４２千円） 

 
・(当初)「果樹団地化促進支援事業費」（３６５千円） 
内容：果樹産地における生産性の向上を図るため、ほ場の団地化に向けた地域の

合意形成を図る。 
 

・(６補)新「新甲州式低コスト果樹棚開発事業費」（３，９４２千円） 
内容：果樹産地の維持発展を図るため、低コストで耐候性の高いぶどう棚を開発

する。 
 

●(当初・２補・６補)「畑地帯総合整備事業費」 
（耕地課 当初：１，２２７，６４０千円 ２補：３１，５００千円 

6補：５３５，４４９千円） 詳細 Ｐ１２ 
 

●(当初)「果樹団地化促進支援事業費」（耕地課 ２５，０００千円） 詳細 Ｐ１２ 
 
 
② 果樹経営支援対策の推進 

      ●(当初)「果樹経営安定事業費」（果樹食品流通課 ３９３千円） 
        内容：果樹経営の安定を図るため、果実基金制度に関する協議を国、都道府県と行う。 
 
      ●(当初)「果樹農家規模拡大支援事業費」（果樹食品流通課 ２，２００千円） 
        内容：意欲ある果樹農家の経営規模拡大を推進するため、樹園地等を借り受けて省力技術等

を導入する際の借地代や苗木の育成費等を支援する。 
 

・「果樹農家規模拡大加速化事業費補助金」（２，２００千円） 
         内容：農地中間管理機構を介した経営規模拡大を図る果樹農家を支援する。 
             事業主体 果樹農家 

事業費  ２，４００千円 
補助率  定額 

 
      ●(６補)臨「果樹農業振興計画策定費」（果樹食品流通課 ３００千円） 
        内容：果樹農業を取り巻く環境変化に対応した産地づくりに向けた計画を策定する。 
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●(６補)臨「やまなし果樹産地施設等整備事業費」（果樹食品流通課 ６２９，６２５千円） 
        内容：果樹産地の生産基盤を維持するとともに、持続的な発展を図るため、共同施設の再編

整備に対し支援する。 
 
      ●(当初)「組合等指導費」（農政総務課 １，９１３千円） 
    内容：農業共済制度の適正かつ円滑な事業運営を図るための審査会開催、各種調査の実施及

び農業共済団体に対する指導を行う。 
 
    ●(当初)「農業経営構造対策事業費」（農村振興課 ６，２７１千円） 再掲 Ｐ２ 
 
 
（２）ワイン産地の育成 
 
① 優良品種・系統の選抜 

   ●(当初・２補)「ワイン産地確立推進事業費」 
（果樹食品流通課 当初：４，１３１千円 ２補：１２，５２０千円） 

    内容：世界に発信するワイン産地山梨を確立するため、醸造用原料ぶどうの高品質化に取り
組む。 

 
        ・(当初)「優良系統選抜事業費」（３７６千円） 
         内容：本県の環境に適応する欧州系品種及び甲州種の優良系統・品種の選抜を行

う。 
 
 
② 栽培技術の確立と指導体制の充実 

   ●(当初・２補)「ワイン産地確立推進事業費」 
（果樹食品流通課 当初：４，１３１千円 ２補：１２，５２０千円） 再掲 Ｐ１１ 

 
・(当初)「栽培技術確立事業費」（３，７５５千円） 

         内容：欧州系品種及び甲州種の台木、仕立て法等、醸造用原料ぶどうの高品質化
に向けた栽培技術を確立する。 

 
 
③ 醸造用原料ぶどう栽培の拡大 

   ●(当初)「企業的農業経営推進支援モデル事業費」（農村振興課 ４０，０００千円） 
 再掲 Ｐ４ 

   ●(当初)「醸造用ぶどう産地育成事業費」（果樹食品流通課 ２，０００千円） 
内容：醸造用ぶどう産地の育成に向け、長期契約に基づく醸造用ぶどうの安定供給・生産拡

大を図る。 
 

        ・「醸造用甲州産地育成事業費補助金」（２，０００千円） 
内容：新たに開始する醸造用甲州ぶどうの栽培に対し助成する。 

事業主体  醸造用ぶどう安定取引推進会議 
事業費   ２，０００千円 
補助率   定額 

 
●(当初・２補)「ワイン産地確立推進事業費」 
（果樹食品流通課 当初：４，１３１千円 ２補：１２，５２０千円） 再掲 Ｐ１１ 

 
        ・(２補)臨「醸造用甲州種栽培情報マッピング事業費」（１２，５２０千円） 
         内容：ワイン産地やまなしの確立を図るため、醸造用甲州ぶどうの栽培情報の調

査を行う。 
             事業主体  山梨県 
             委託費   １２，５２０千円 
             委託先   市町村、ＪＡ等 
 

●(6補)新「果樹産地形成推進事業費」（耕地課 ２，０００千円） 
内容：耕作放棄地等を活用した果樹産地の形成を推進するため、現地調査、土地所有者の意

向調査等を行う。 
                事業主体  山梨県 
        委託費   ２，０００千円 
        委託先   民間団体等 
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（３）競争力のある産地づくりを目指した基盤整備の推進 
 
① 農業生産基盤の整備推進 
●(当初)「かんがい排水事業費」（耕地課 １６６，５００千円） 
内容：安定的な用水給水・排水の改良を行うため、農業用用水路や排水路を整備する。 

実施地区数 県営事業  ２地区 
 負担区分    国（５０％） 県（２５％） 

 
 

●(当初・２補・６補)「畑地帯総合整備事業費」 
（耕地課 当初：１，２２７，６４０千円 ２補：３１，５００千円 

6補：５３５，４４９千円） 
内容：畑地帯の農業経営の合理化と省力化を図るため、用排水路・農道等を総合的に整備す

る。 
実施地区数 県営事業  １７地区 

 負担区分    国（５０％） 県（２５％） 
 

●(当初)「果樹団地化促進支援事業費」（耕地課 ２５，０００千円） 
内容：果樹園のほ場整備に伴い、新たな農家負担となる果樹の伐採や果樹棚の再設置などの

経費に助成する。 
 補助先     市町村、土地改良区等 

 
●(当初)「特産農産物生産支援整備事業費」（耕地課 ７０，０００千円） 
内容：地域の特色、歴史、ブランドを活かした地域特産物を、より高品質作物生産と生産拡

大を図り、併せて担い手への農地集積に資する生産基盤整備に支援。 
 事業主体  市町村、農協、土地改良区等 
 事業費   １４０，０００千円 
 補助率   １／２以内 

 
●(当初)「広域営農団地農道整備事業費」（耕地課 １６６，５００千円） 
内容：広域営農団地の育成対策の一環として、農業生産の近代化と流通の合理化を図リ、併

せて農村環境の改善に資するため、基幹的な農道を整備する。 
 実施地区数 県営事業 ２地区 
 負担区分    国（５５％） 県（３５．０％） 

 
●(当初)「基幹農道整備事業費」（耕地課 １７７，６００千円） 
内容：農業生産の近代化、流通の合理化を図るとともに、農村環境の改善に資するための農

道を整備する。 
 実施地区数 県営事業 ２地区 
 負担区分    国（５０％） 県（３３．４％） 

 
●(当初)「経営体育成基盤整備事業費」（耕地課 １３３，２００千円） 
内容：将来の農業生産を担う効率的かつ安定的な経営体の育成に向け、必要となる生産基盤

及び生活環境の整備を一体的に実施する。 
 実施地区数 県営事業  ３地区 
 負担区分    国（５０～５５％） 県（２７．５％） 

 
●(当初・６補)「農村地域活性化農道整備事業費」 
（耕地課 当初：１５２，１０３千円 ６補：１７９，６６６千円） 
内容：農村地域において、緊急に対応しなければならない課題に応えて早急に行う必要があ

る農道整備を推進し一体的に実施する。 
 実施地区数 県営事業 ３地区 
 負担区分    県（７０～７５％） 

 
 
（４）特色ある産地づくりの推進 
 
① 水稲 
●(当初)「稲作等経営強化対策事業費」（花き農水産課 ５０，４００千円） 

    内容：水田・畑作農家の経営強化を図り、生産性の高い効率的かつ安定的な産地づくりを
推進する。 
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・「経営所得安定対策推進事業費補助金」（４８，０００千円） 
内容：経営所得安定対策の円滑な導入を図るため、農業者への制度周知、シス            

テム修正、作付面積の確認等に係る経費に助成する。 
             事業主体  県水田畑作農業再生協議会、市町村 
                     補助率     定額 
 

●(当初)「新たな水田農業確立推進事業費」（花き農水産課 ６５，５５０千円） 
    内容：米の需要調整のため、農業者団体が行う水田情報の収集・整備等の取り組みを支援

するとともに、各産地が実施する転作作物、加工用米等の栽培等の取り組みに対し
支援する。 

 
        ・「水田情報活用地域支援事業費補助金」（４，７５０千円） 
             内容：米の需給調整を推進するための経費に助成する。 
             事業主体  県農業協同組合中央会 
                     補助率     定額 
 
           ・「活力ある水田農業支援事業費補助金」（５８，０００千円） 
             内容：生産調整の推進と水田の有効活用を図るため、生産性の高い水田営農の確

立に必要な条件整備のための経費に助成する。 
                     事業主体   市町村、農協、営農集団等 
                     補助率     １／２以内、４／１０以内 
 
      ●(当初)「農業経営構造対策事業費」（農村振興課 ６，２７１千円） 再掲 Ｐ２ 
 
   ●(当初)「農業近代化資金対策費」（農業技術課  ８，８６６千円） 再掲 Ｐ３ 
 
 
② 野菜 

   ●(当初)「野菜生産出荷安定対策費」（果樹食品流通課 ４，４８７千円） 
    内容：指定野菜等の販売価格が著しく低落した場合、生産者に価格差補給金を交付するた       

めの資金造成に要する経費に助成する。 
 
                ・「野菜生産出荷安定資金造成事業費補助金」（１，５５４千円） 
                         事業主体  （公社）県青果物経営安定基金協会                                  
                       補助率    国３／５ 県、生産者１／５ 
 
                ・「野菜価格安定事業費補助金」（２，９３３千円） 
                         事業主体  （公社）県青果物経営安定基金協会 
                       補助率    特定野菜 国・県・生産者１／３  
                   一般野菜 県２／３、生産者１／３ 
 
      ●(当初・２補・６補)「野菜指定産地等振興費」 

（果樹食品流通課 当初：９７５千円 ２補：３８９，０５７千円 ６補：３２８千円） 
        内容：野菜等青果物の安定的な流通を図るため、出荷規格の制定等を行う。                                  
 
        ・(当初)「青果物標準出荷規格協議会開催等」（９７５千円） 
         内容：出荷規格の改訂、関係機関への出荷規格の遵守の徹底を図る。 
 

・(２補)臨「企業参入型野菜産地強化事業費補助金」（３８８，０００千円） 
         内容：企業の農業参入による野菜産地の競争力の強化を図るため、農業生産法人

が行う施設整備に対し助成する。 
             事業主体  農業生産法人 
             事業費   ７７６，０００千円 
             補助率   １／２以内 
 

・(２補)臨「農業参入企業連携型雇用創出モデル事業費」（１，０５７千円） 
         内容：農村地域の雇用の確保を図るため、農業参入企業が連携して行う新たなビ

ジネスモデル創出の取り組みを支援する。 
 

・(６補)臨「やまなしの野菜振興計画策定費」（３２８千円） 
         内容：野菜生産を取り巻く環境変化に対応した産地づくりに向けた計画を策定す

る。 
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     ●(当初)「農業経営構造対策事業費」（農村振興課 ６，２７１千円） 再掲 Ｐ２ 
 
   ●(当初)「農業近代化資金対策費」（農業技術課  ８，８６６千円） 再掲 Ｐ３ 
 
 
③ 花き 

      ●(当初)「やまなしの花総合振興対策費」（花き農水産課 ３，２２２千円） 
    内容：花きの生産振興を図るため、地域の特色を生かした産地育成と、消費拡大のための県

産花きのPR等を実施する。 
 

・「やまなしの花産地活性化振興事業費」（７７２千円） 
             内容：販路開拓等の取り組みにより県産花きの販売強化を図る。 
 
   ●(当初)「フラワーセンター管理費」（花き農水産課 ２，０００千円） 
    内容：花と親しむ場を提供するﾌﾗﾜｰｾﾝﾀｰの機能を維持するため、施設の修繕等を行う。 
 

 ●(当初)「花き振興促進事業費」（花き農水産課 ６，９９８千円） 
    内容：本県花きの生産振興を図るため、研修会の開催、新品種・新技術の実証展示を行うと

ともに、生産者への優良種苗の供給を行う。 
 

●(６補)臨「やまなし花き振興計画策定費」（花き農水産課 ２７３千円） 
    内容：本県花き産業及び花き文化の振興を図るための計画を策定する。 
 

●(当初)「農業経営構造対策事業費」（農村振興課 ６，２７１千円） 再掲 Ｐ２ 
 

●(当初)「農業近代化資金対策費」（農業技術課 ８，８６６千円） 再掲 Ｐ３ 
 
 
④ 畜産 

   ●(当初)「畜産総合対策推進指導事業費」（畜産課 ９，５３９千円） 
    内容：県及び市町村段階における畜産関係事業の円滑な実施を図るため、総合的な推進・       

指導を実施する。また、家畜個体識別システムの普及定着、家畜個体識別情報の活       
用促進を図る。 

 
      ●(当初)「自給飼料増産促進事業費」（畜産課 ５７８千円） 
 
            ・「飼料自給率向上対策推進事業費」（７８千円） 
         内容：技術研修会、各種調査等を行い、飼料増産協議会を中心とした飼料増産運

動を展開する。 
 

・「耕作放棄地対策放牧推進事業費補助金」（５００千円） 
                  内容：レンタル牛の安定した供給及び、高齢化が進み狭隘な耕作放棄地に対する

山羊を活用した放牧への実証展示を推進する。 
             事業主体 （公財）キープ協会 
             補助率   １／２ 
 

●(当初)「乳用牛改良推進事業費」（畜産課 １８，５３３千円） 
    内容：乳用牛の改良増殖を推進し、農家の乳用雌牛の能力向上を図る。 
 
               ・「優良乳用供卵牛選抜事業費」（１７，３２３千円） 
                  内容：アメリカから導入したスーパーカウの娘牛などの高能力牛を酪農試験場に

おいて増殖のうえ、泌乳能力検定等を実施し、優秀な供卵牛を確保する。 
 
               ・「乳用牛群検定推進事業費補助金」（９５７千円） 
                  内容：乳用牛群の乳量、乳質等の総合的な能力検定を実施するとともに、同検定

により得られた情報をもとに農家指導を行い、牛群の改良と飼養管理の効
率化を図る。 

                          補助先   県乳用牛検定組合 
 
   ●(当初・２補)「肉用牛改良推進事業費」 

（畜産課 当初：１，０２１千円 ２補：１，８００千円） 
        内容：育種価の計算分析による肉用牛の効率的な改良を進めるとともに、県内産高品質和牛

の増頭を図る。 
 



 15

               ・(当初)「高品質和牛倍増プラン推進事業委託料」（７６３千円） 
内容：育種価を基に、高能力牛の計画的利用等を促進し、生産子牛の高品質化に

よる繁殖経営の安定化と優良肥育もと牛の県内確保を推進する。 
 

・(２補)臨「甲州牛担い手確保支援事業費」（１，８００千円） 
内容：県産ブランド和牛「甲州牛」の生産基盤を強化するため、肉用牛飼養の新

たな担い手を確保する。 
 

●(当初)「受精卵供給促進事業費」（畜産課 ８，３２７千円） 
        内容：乳肉用牛の良質な受精卵の生産とその安定的な供給体制を整備するとともに、受精卵

移植技術の普及を図る。 
 
    ●(当初)「豚の改良増殖費」（畜産課 １３，９１０千円） 
        内容：豚の品種の維持と増殖、今までの「系統豚フジザクラ（ランドレース種）」の開放型

育種を行う。 
 
        ・「品種維持・増殖経費」（２，６８５千円） 
         内容：雄系としての利用を図るための大ヨークシャー種、デュロック種の維持と

増殖を行い、農家への種豚及び精液を売却する。 
 
         ・「フジザクラ開放型育種改良事業費」（１１，０６９千円） 
         内容：系統豚「フジザクラ」に血縁の離れた優秀なランドレース種を交配し、雌

系種豚としての能力を高める改良を行い、優良なランドレース種を農家に
売却する。 

 
      ●(当初)「新銘柄豚生産拡大促進事業費」（畜産課 ２８，４５７千円）  
        内容：昨年度に造成された新系統豚（合成豚）の維持を行うとともに、種豚として農家に売

却する。また、新県産銘柄肉豚生産に相応しい種豚の組み合わせ検定を行う。 
 
   ●(当初)「鶏の改良増殖費」（畜産課 １１，７３４千円） 
    内容：県が開発した「甲州頬落鶏」のヒナの生産と売却を的確に行うために、当該種鶏の導

入、育成及び維持を図る。また、甲州地どりの雄系として利用する「シャモ」の系統
能力の維持を図りながら増殖を行うとともに、農家へ売却する。 

 
      ●(当初)「県立牧場管理費」（畜産課 ２１７，６１９千円） 
        内容：農家の乳用牛、肉用牛の周年預託管理並びに県有牛の優良子牛を肉用牛農家に供給       

するとともに、牧場及び周辺地域の家畜ふん尿の堆肥化処理を行う。 
 

・「県立牧場管理業務委託料」（１９４，９５９千円） 
                  内容：農家の乳用牛、肉用牛の周年預託管理等を行う県立八ヶ岳牧場の運営・管

理を指定管理者に委託する。 
             委託先   （公財）県子牛育成協会 
 
     ●(当初)「肉用子牛価格安定対策事業費」（畜産課 ６２１千円） 
        内容：牛肉の輸入自由化による影響が最終的に転嫁される肉用子牛段階で、その再生産に       

必要な価格水準を基準として価格差を補填し、肉用牛経営の安定的発展を図る。 
 
      ●(当初)「畜産経営体質強化事業費」（畜産課 ３７６千円） 
        内容：畜産経営の改善及び安定化を図るため、長期低利資金の融通が円滑に行われるよう利

子補給をするとともに経営体制の整備を行う。 
 

・県畜産経営指導協議会による巡回指導等 
 
               ・「大家畜特別支援資金利子補給補助金」（４千円） 
          内容：大家畜経営者の既借入金の軽減のため、大家畜特別支援資金を活用した場

合、利子の一部を助成する。 
             補助先 県信用農業協同組合連合会 
 
      ●(当初)「農業近代化資金対策費」（農業技術課 ８，８６６千円） 再掲 Ｐ３ 
 
      ●(当初)「飼料関係対策事業費」（畜産課 ５，５３１千円）  
        内容：自給飼料の生産技術開発、普及を行うとともに、飼料の安全性の確保及び適正な使       

用を推進する。 
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      ●(当初)「畜産環境総合対策事業費」（畜産課 ５９０千円） 詳細 Ｐ１９ 
 
   ●(当初)「やまなしエコフィード利用促進事業費」（畜産課 ２０２千円） 詳細 Ｐ１９ 
 
 
⑤ 水産 

    ●(当初)「内水面漁場管理委員会費」（花き農水産課 ９５１千円） 
    内容：内水面漁場管理委員会を開催し、内水面に係る事項の調整等を行う。 

 
   ●(当初)「漁業調整指導費」（花き農水産課 ７，８８９千円） 
    内容：漁業協同組合の事業の健全な運営のため、指導、検査を実施する。また、良好な漁

場を確保するため、カワウ等による漁業被害への対策を推進する。 
 

・「カワウ食害防止総合対策事業費」（４，９４０千円） 
         内容：カワウによる放流稚魚等の食害の軽減を図るため、飛来・生息状況の調査、

食害防止措置や一定数の駆除を行うための経費に助成する。 
             事業主体  県、県漁業協同組合連合会 
             補助率   １／２以内 
 

・「密放流防止啓発事業費」（１２５千円） 
         内容：魚食性が強い外来魚であるバス類による有用魚類の食害を防ぐため密放流

防止の啓発等を行う。 
 

●(当初)「内水面利用啓発事業費」（花き農水産課 ３５０千円） 
 内容：内水面の環境保全と適正な利用に関する知識等の啓発普及を図る。 

 
           ・「内水面利用啓発事業費補助金」（３５０千円） 
         内容：県内漁場の利用者に対し水産物資源の保全、適正な利用、環境保全等に関

する普及啓発を図る。                      
                   補助先  県漁業協同組合連合会 
             事業費   １，４８０千円 
             補助率   １／４以内（全国内水面漁業協同組合連合会から１／２） 
 
      ●(当初)「富士湧水の里水族館管理費」（花き農水産課 ４１，８１１千円） 

・「富士湧水の里水族館管理委託料」（３０，４７７千円） 
         内容：県民に魚とのふれあいの場を提供する富士湧水の里水族館の指定管理者に

管理運営を委託する。 
                          委託先   株式会社桔梗屋 
 

●(２補)臨「クニマス展示施設誘客促進事業費」（花き農水産課 １０，０００千円） 
    内容：平成２８年度に開館予定のクニマス展示施設で放映する映像ソフトを作成する。 
             事業主体  県 
 

●(６補)「クニマス展示施設整備事業費」（花き農水産課 １０８，５８４千円） 
    内容：クニマスの保全による地域振興を図るため、展示施設を整備する。 
        事業主体  県 
 
   ●(６補)新「陸上養殖チャレンジ事業費」（花き農水産課 ３，３０８千円） 
    内容：新たな県産魚の産地化、ブランド化を推進するため、トラフグ等の陸上養殖の導入に

向けた取り組みを行う。 
        事業主体  県 
 
 
⑥ 地域特産物 
●(当初・２補)「地域特産畑作生産振興事業費」 
（花き農水産課 当初：１，２６２千円 ２補：２，０００千円） 

 内容：特産農作物の栽培技術の改善や品質向上等を推進し、生産振興を図る。 
 

・(当初)「茶産地育成推進事業費補助金」（５００千円） 
内容：県産茶の品質向上や販路拡大を図るための活動に支援する。 

             事業主体  県茶振興協議会 
             事業費   １，０００千円 
             補助率   １／２以内 
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・(２補)臨「薬草栽培トライアル事業費」（花き農水産課 ２，０００千円） 
         内容：薬草栽培の普及を図るため、試験ほ場を設置し、専門家による研修会の開

催を行う。 
 

●(当初)「農業経営構造対策事業費」（農村振興課 ６，２７１千円） 再掲 Ｐ２ 
 

●(当初)「農業近代化資金対策費」（農業技術課 ８，８６６千円） 再掲 Ｐ３ 
 
 
（５）産地の競争力強化に向けた技術の開発と普及 
 
① 高品質・安定生産技術等の確立 

   ○(当初)「水産技術センター費」（花き農水産課 ８３，５４９千円） 
    内容：内水面漁業の振興を図るため、淡水魚養殖効率の向上、新養殖魚種の開発研究、安       

全・安心な養殖技術の確立に取り組む。また、河川湖沼における資源管理技術の開       
発、漁場環境の実態把握、外来魚やカワウによる漁業被害の軽減に取り組む。 

        ・魚病の診断治療研究（S47～） 
         ・バイテク魚の特性に関する研究（H５～） 
         ・漁場有効利用調査（H12～） 
         ・主要河川における生息魚類調査（S63～) 
 
   ●(当初)「試験研究調整事業費」（農業技術課 ６，３２３千円） 

内容：知的所有権、種苗登録の管理業務及び外部評価委員会の設置と運営を行う。 
 
      ●(当初)「客員研究員設置費」（農業技術課 ２，００７千円） 

内容：総合農業技術センター、果樹試験場、畜産試験場に３人の客員研究員を設置する。 
 
   ●(当初)「専門技術調査活動費」（農業技術課 １，９１７千円） 

内容：試験研究成果や研究事例を踏まえた先端技術の調査研究に取り組む。 
 
   ○(当初・6補)「総合農業技術センター費」 

（農業技術課 当初：１３６，９２５千円 ６補：１，９９７千円） 
内容：水稲、野菜、花きなどを対象に優良品種の選定、栽培技術の改善による多収・高品       

質化技術及び省力・低コスト化技術、効果的な土壌管理や病害虫管理による最適な       
環境管理技術の確立、新品種の育成及び栽培技術の確立に取り組む。 
・高冷地における冬季のアスパラガス伏せ込み栽培技術の確立（H２６～２８） 
・富士北麓地域における夏秋どりスイートコーンの倒伏軽減技術の確立 
                            （H２６～２８） 
・早出しスイートコーンの低温障害を低減するための栽培管理技術の確立 

（H２５～２７） 
・ヤマトイモの効率的種いも生産技術の確立（H２５～２７） 
・(6補)燃油高騰に対応した変温管理による低コスト鉢花栽培技術の確立 

（Ｈ２７～２９）等 
 

 ○(当初・6補)「果樹試験場費」 
（農業技術課 当初：７８，８２４千円 ６補：４，７６１千円） 

    内容：果樹を対象に、消費者ニーズに合った優良品種の育成と選抜、省力・低コスト・高       
品質安定生産技術の開発、環境にやさしい生産技術の開発に取り組む。 

        ・県育成オリジナル品種の栽培技術の確立（H２６～２８） 
        ・作柄データベースを構築するための調査・分析方法の策定（H２６～２８） 

・環境変動に対応したブドウの着色向上技術の開発（H２５～２７） 
・スモモの結実安定技術の確立（H２５～２７） 
・(6補)果樹園における有機物資材を主体とした施肥法の開発（Ｈ２７～２９） 
・(6補)モモにおけるモモシンクイガ被害果の検出システムの研究開発（Ｈ２７） 

等 
 
   ○(当初・６補)「畜産試験場費」 

（農業技術課 当初：５１，９０６千円 ６補：１，７９８千円） 
内容：豚、鶏を対象に、経営形態や就業構造の変化に配慮しながらの低コスト・       

高品質畜産物の生産、及び技術の高位・平準化を図りつつ、消費者ニーズに立脚し       
た持続的で安定的かつ生産性の高い生産技術の開発に取り組む。 

        ・豚ふん尿由来の環境負荷低減技術の開発（H２５～２８） 
・(６補)ＬＥＤ単波長を利用した効率的鶏肉生産技術の開発（Ｈ２７～３０） 等 

 



 18

   ○(当初・６補)「酪農試験場費」 
（農業技術課 当初：７４，３２２千円 ６補：２，５８８千円） 

    内容：大家畜（牛）を対象に、飼養管理技術の高度化、牧草の新品種育成や栽培・調整技術
の改善、放牧の活用による自給飼料の増産、地域未利用資源の有効活用、地域社会と
調和した生産性の高いゆとりのある経営の育成等のための技術開発を主要目標に掲
げ、土－草－牛の資源循環に基づく生産の効率化を中心に土地利用システムの研究を
行う。 

        ・ペレニアルライグラス新品種の栽培利用技術の確立（H２６～２８）                                   
・(6補)体外受精卵を活用した乳用牛の繁殖成績向上技術の確立（Ｈ２７～２９） 

等 
 
 
② 産学官の連携による技術開発の推進 
○(当初・６補)「総合農業技術センター費」 
（農業技術課 当初：１３６，９２５千円 ６補：１，９９７千円） 再掲 P１７ 

 
○(当初・６補)「果樹試験場費」 
（農業技術課 当初：７８，８２４千円 ６補：４，７６１千円） 再掲 P１７ 

 
○(当初・６補)「畜産試験場費」 
（農業技術課 当初：５１，９０６千円 ６補：１，７９８千円） 再掲 P１７ 

 
○(当初・６補)「酪農試験場費」 
（農業技術課 当初：７４，３２２千円 ６補：２，５８８千円） 再掲 P１８ 

 
内容：試験研究設計のなかで、必要な協力体制を組み試験研究を行う。 

 
 
③ 研究成果等の迅速な普及 

      ●(当初)「普及情報システム体制整備費」（農業技術課 ６，６０２千円） 
       内容：中核的農家や生産組織からの高度な技術要請に応えることができる普及活動を展開       

するため、農業情報の提供システムや高度現地指導体制の整備を図る。 
 

      ●(当初)「専門技術調査活動費」（農業技術課 １，９１７千円） 再掲 Ｐ１７ 
 
      ●(当初)「地域適応型新技術等実証事業費」（農業技術課 １，７６０千円） 
       内容：地域の特性を活かした新技術等の導入を効率的に進めるため、実証展示等を行う。 
 
      ●(当初)「農村青少年組織育成事業費」（農業技術課 ３１６千円） 
    内容：農業士認定委員会の開催、全国の農業士の実態調査、農業青年研修生に対し高度な技

術能力、経営管理能力等、総合的な能力を育成するため集合・専門・グループ研修を
行う。 

 
 
 ４ 消費者から信頼される安全で優れたものづくり 
 
 
（１）環境にやさしい生産方式への転換 
 

① 化学肥料、化学合成農薬を低減する栽培の推進 
      ●(当初)「環境保全型農業推進事業費」（農業技術課 ２，６０４千円） 
       内容：農業の持つ自然循環機能を活かし、生産性との調和に留意しつつ、土づくり、化学       

肥料・化学合成農薬の低減を通じて、化学合成資材による環境負荷の軽減に配慮し       
た持続可能な農業の確立、定着を図る。 

 
      ●(当初)「環境保全型農業産地化支援事業費」（農業技術課 １１，３９８千円） 
        内容：環境保全型農業の推進目標である「２０１６年を目途に化学肥料等の５０％削減」       

を達成するため、低減栽培を実施する農家の取り組みに対し支援を行う。 
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                ・「環境保全型農業直接支払補助金」（１１，１８５千円） 
              内容：地球温暖化防止や生物多様性保全に効果の高い営農活動を普及・拡大す            

るため、戸別農家での取り組みに対して、掛かり増し経費への助成を行            
う。また、市町村の事業推進に対し助成を行う。 

             実施主体  支援対象活動を行う農業者 
             県負担分  支援単価の１/４ 
 

●(当初)「専門技術調査活動費」（農業技術課 １，９１７千円） 再掲 Ｐ１７ 
 

○(当初・６補)「総合農業技術センター費」 
（農業技術課 当初：１３６，９２５千円 ６補：１，９９７千円） 再掲 P１７ 

 
○(当初・６補)「果樹試験場費」 
（農業技術課 当初：７８，８２４千円 ６補：４，７６１千円） 再掲 P１７ 

 
○(当初・６補)「畜産試験場費」 
（農業技術課 当初：５１，９０６千円 ６補：１，７９８千円） 再掲 P１７ 

 
○(当初・６補)「酪農試験場費」 
（農業技術課 当初：７４，３２２千円 ６補：２，５８８千円） 再掲 P１８ 

 
 
② 有機の郷づくりの推進 

   ●(当初・２補)「やまなし有機の郷づくり推進事業費」 
（農業技術課 当初：４２８千円 ２補：６０，９００千円） 

       内容：県有機農業推進計画に基づき、県有機農業推進協議会を設置し、有機農業を目指す農
業者が容易に有機農業に取り組めるよう、技術の実証や有機農業等により生産された
農産物の流通・販路拡大、消費者への啓発を推進する。 

 
        ・(当初)「やまなし有機農業推進事業費」（４２８千円） 
              内容：県有機農業推進協議会を設置するとともに、有機農業技術の試験成果を地

域のほ場において実証する。 
 
        ・(２補)臨「有機農業就農促進事業費」（６０，９００千円） 
              内容：有機農業等の人材育成、就農定着を図るため、農業大学校において有機農

業の就農体験、交流会等を開催する。 
 

●(６補)「やまなし有機の郷づくりステップアップ事業」（農業技術課 １，７３３千円） 
    内容：環境への負荷を低減した農業生産を推進するため、有機農業の普及に向けた取り組み

を行う。 
・「有機農業アカデミー開催事業費」（４３３千円） 
 内容：有機農業の先進的技術や先進事例などの講演会を開催する。 

 
・「有機農産物集出荷体制整備事業費補助金」（１，３００千円） 
 内容：集団での集出荷に伴う、販路拡大に向けた取り組みや機器整備等を支援す

る。 
 

○(当初・６補)「総合農業技術センター費」 
（農業技術課 当初：１３６，９２５千円 ６補：１，９９７千円） 再掲 P１７ 

 
 
③ 有機性資源の利活用の推進 

      ●(当初)「畜産環境総合対策事業費」（畜産課 ５９０千円） 
       内容：家畜排せつ物による環境汚染を防止するとともに、耕種農家の家畜ふんたい肥の利用

を促進、巡回指導を徹底するとともに、良質たい肥生産のための指導を行う。 
 
   ●(当初)「やまなしエコフィード利用促進事業費」（畜産課 ２０２千円） 
       内容：畜産農家の経営安定と循環型社会の構築を図るため、食品残さを飼料として有効利用

する取り組み（エコフィード）を促進する。 
 
      ●(当初)「農業経営構造対策事業費」（農村振興課 ６，２７１千円） 再掲 Ｐ２ 
 

●(当初)「専門技術調査活動費」（農業技術課 １，９１７千円） 再掲 Ｐ１７ 
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（２）安全・安心な農産物の生産・供給 
 
① ＧＡＰ等の導入推進 

      ●(当初)「家畜衛生技術指導事業費」（畜産課 ２，６２９千円） 
    内容：畜産農家の経営改善と安定を図るため、畜産農家、市町村、農協職員及び診療獣医       

師を対象として、地域の家畜衛生技術の中核である家畜保健衛生所が中心となり、       
次の事業を行う。 

                ・監視、危機管理体制の整備 
                ・生産性向上対策 
                ・畜産物の安全性の確保 
 

●(６補)「農業生産工程管理（ＧＡＰ）産地拡大推進費」(農業技術課 ３３０千円) 
    内容：安全で高品質な農産物の生産や環境保全、農業経営の改善などを図るために有効で

ある農業生産工程管理(ＧＡＰ)の導入を推進するとともに、取り組みをＰＲする。 
 
 
② 安全・安心に関する情報提供 

   ●(当初)「食肉等流通合理化推進事業費」（畜産課 ２，６１３千円） 
    内容：生産者や流通業者に食肉及び鶏卵の生産・出荷に関する情報を提供し、流通の合理化

等を推進する。また、ＢＳＥの発生に伴い、消費者が牛肉に安心感を持ちにくくなっ
ているため、消費者が安心して県産・国産牛肉を購入・消費できる体制づくりを行う。 

 
 
③ 適正な食品表示の徹底 

   ●(当初)「卸売市場流通対策費」（果樹食品流通課 ４４５千円） 
       内容：県内の卸売市場関係者を対象としたセミナーの開催等により、健全な市場運営や流通

の安定化を図る。 
        ・卸売市場審議会の開催 
        ・県内卸売市場青果物流通調査 
        ・生鮮食料品卸売業経営体質強化セミナーの開催 
 
   ●(当初)「食品流通合理化対策事業費補助金」（果樹食品流通課 ８９，４２８千円） 

再掲 Ｐ１０ 
   ●(当初)「地域食品産業活性化総合推進事業費」（果樹食品流通課 ２９８千円） 再掲 Ｐ９ 
 

●(当初)臨「食品表示法啓発事業費」（企画県民部 消費生活安全課 ３６０千円） 
        内容：平成２７年４月に施行される食品表示法に基づく新たな食品表示のルール等を周知す

るため、啓発用パンフレットの作成及び説明会を開催する。 
 

●(当初)「食品表示ウォッチャー設置費」（企画県民部 消費生活安全課 ９００千円） 
        内容：消費者を食品表示ウォッチャーとして委嘱し、日常の買い物を通じて食品表示を継続

的に監視する。 
 

●(当初)「食の安全・安心啓発費」（企画県民部 消費生活安全課 ４７８千円） 
        内容：情報誌の発行（年４回）により、その時々の話題を県民に周知するとともに正しい知

識と理解を深める。 
 
      ●(当初)「食品表示確認のための収去物品買上費」（企画県民部 消費生活安全課 ２５２千円） 
        内容：県内で製造された食品について、表示との整合性を化学的な分析により確認を行う。 
 
 
④ 家畜等の疾病対策と防疫体制の強化 

      ●(当初)「家畜衛生技術指導事業費」（畜産課 ２，６２９千円） 再掲 Ｐ２０ 
 
      ●(当初)「家畜病性鑑定事業費」（畜産課 ２５，０８５千円） 
        内容：疾病による損耗を防止するため、病理、細菌、ウイルス、生化学検査による不明疾病

の解明及び早期診断を行う。また、ＢＳＥの原因究明のための死亡牛検査、高病原性
鳥インフルエンザ発生予防のためのモニタリング検査を行う。 

 
      ●(当初)「家畜伝染病予防費」（畜産課 ８，６０６千円） 
    内容：家畜伝染病の予防、蔓延防止のため、家畜伝染病予防法に基づく検査を行う。 
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   ●(当初)「自衛防疫強化総合対策事業費」（畜産課 ２，２４７千円） 
        内容：家畜伝染病に対する畜産農家の組織的な自主防衛と、安全で高品質な畜産物の生産を

推進する。 
・「自衛防疫強化総合対策費補助金」（１，３４８千円） 

         内容：伝染病の発生予防のため、農家自らが取り組むワクチン接種等に対し助成
する。 

             事業主体    （公社）県畜産協会 
                       事業費       ６，８９６千円 
                       補助率       １／３以内、定額 
 

 
⑤ 農薬等の適正使用の推進 

      ●(当初)「病害虫発生予察事業費」（農業技術課 １，５７３千円） 
        内容：病害虫による被害を最小限度に抑えるため、病害虫の発生時期、量、被害程度等を調

査するとともに、発生予察情報を提供する。 
 
      ●(当初)「病害虫総合制御技術推進特別対策事業費」（農業技術課 １，４０５千円） 
        内容：環境に配慮した総合的病害虫防除体系を確立するため、化学合成農薬の効率的な利用

方法や、様々な防除を組み合わせた防除技術などを検討する。 
 
      ●(当初)「病害虫防除所費」（農業技術課 ２，５２４千円） 
    内容：病害虫防除所の管理運営を行う。 
 
      ●(当初)「防疫推進事業費」（農業技術課 ２，６４４千円） 
        内容：安全・安心な農産物を供給するため、農薬の安全かつ適正な使用・販売を推進する       

とともに、病害虫調査、防除指導の推進体制の整備等を図る。 
 
      ●(当初)「農薬飛散防止対策等事業費」（農業技術課 １０，１５０千円） 
    内容：県産農産物の安全・安心を確保するため、改正食品衛生法により導入された残留農薬

等の制度（ポジティブリスト制度）や山梨県食の安全・安心推進条例の施行に伴う指
導・対策の強化を図る。 

 
・「安全・安心ブランド農産物推進事業費」（農業技術課 ９，０００千円） 

         内容：県産農産物の安全・安心を確保するため、農協等が実施する農薬適正使用
の啓発活動や技術の普及、出荷前の農作物に対しての残留農薬分析に係る
経費に助成するとともに、県は防除の安定と農産物の安全性を両立する農
薬適正使用技術の提供に取り組む。 
事業主体  県、ＪＡ山梨中央会、全農やまなし、農協、生産者団体 
事業費     １７，４３０千円 
補助率     １／２以内（県事業以外） 

 
        ・「マイナー作物等農薬登録促進事業費」（農業技術課 １，１５０千円） 
         内容：安心して生産に取り組める環境を整備するため、県内マイナー作物の病害

虫防除に必要な薬剤の調査・選定を行うとともに、必要なデータ整備を図
る。 

 
●(当初)「飼料関係対策事業費」（畜産課 ５，５３１千円） 再掲 Ｐ１５ 

 
○(当初)「水産技術センター費」（花き農水産課 ８３，５４９千円） 再掲 Ｐ１７ 

 
 
（３）食育の推進 
 
① 食育推進体制の整備と県民運動の展開 

      ●(当初)「食育推進ボランティア研修費」（企画県民部 消費生活安全課 ５２千円） 
        内容：地域において、県民の食生活に密着した活動を行っている食育ボランティアの増加と

資質向上を図るため、研修会の開催等を実施する。 
 
      ●(当初)「食育推進シンポジウム開催費」（企画県民部 消費生活安全課  ４６６千円） 
        内容：食育に対する県民意識高揚と関係者の連携を促進し、県民運動としての食育を効果的

に推進していくため、消費者、生産者、食品関連業者、教育関係者等を対象としたシ
ンポジウムを開催する。 
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      ●(当初)「食育推進協議会開催費」（企画県民部 消費生活安全課  ２６千円） 
        内容：県内の食育関係団体の相互の連携・協力を促進し、食育を県民運動として推進して       

いくため、総会、幹事会を開催する。 
 
 
 ５ 自然と調和した美しい里づくり 
 
（１）美しい農村景観保全の推進 
 
① 農地や農業用水等の維持保全 

   ●(当初)「農地維持・資源向上活動支援事業費」（農村振興課 ３０８，７９４千円） 
    内容：農業の多面的機能の維持・発揮を図るため、農地法面の草刈り・水路の泥上げ等の多

面的機能を支える共同活動(農地維持支払)と、地域資源(農地、水路、農道等)の質的向
上を図る共同活動(資源向上支払)を支援する。 

        事業主体  活動組織 
        交付単価（農地維持支払交付金） 
         田   ３，０００円／10a（国１／２、県１／４、市町村１／４） 
         畑   ２，０００円／10a（国１／２、県１／４、市町村１／４） 
         草地    ２５０円／10a（国１／２、県１／４、市町村１／４） 
 
        交付単価（資源向上支払交付金：地域資源の質的向上を図る共同活動） 
         田   ２，４００円／10a（国１／２、県１／４、市町村１／４） 
         畑   １，４４０円／10a（国１／２、県１／４、市町村１／４） 
         草地    ２４０円／10a（国１／２、県１／４、市町村１／４） 
 
        交付単価（資源向上支払交付金：施設の長寿命化のための活動） 
         田   ４，４００円／10a（国１／２、県１／４、市町村１／４） 
         畑   ２，０００円／10a（国１／２、県１／４、市町村１／４） 
         草地    ４００円／10a（国１／２、県１／４、市町村１／４） 
 

●(当初)「かんがい排水事業費」（耕地課 １６６，５００千円） 再掲 Ｐ１２ 
 
 
② 環境との調和に配慮した基盤整備 

   ●(当初)「廃プラ処理対策費」（果樹食品流通課 １，５４３千円） 
    内容：農業用廃プラスチックを適正に処理し、環境公害を未然に防止するとともに、施設園

芸の振興を図る。 
 

・「農業用廃プラスチック処理対策費負担金」（１，５４３千円） 
 

●(当初)「地域用水環境整備事業費」（耕地課 ６６，６００千円） 
    内容：農業用施設の保全管理又は整備と一体的に、農業水利施設の有する水辺空間を活用し、

豊かで潤いのある快適な生活環境を創造する。 
        実施地区数 県営事業  ２地区 
        負担区分    国（５０％） 県（２５％） 
 
③ 農業・農村における再生可能エネルギーの活用推進 
 ●(当初)「農村地域新エネルギー利活用推進事業費」（耕地課 １１，１００千円） 

    内容：農村地域への太陽光発電や小水力発電等の導入を促進するため、農業用施設への設置
可能調査やモデル施設を整備する。 

        実施地区数 県営事業  １地区 
            負担区分    国（５０％） 県（２５．０％） 
 
 
（２）中山間地域の活性化の推進 
 
① 集落機能の強化による多面的機能の確保 

      ●(当初・６補)「中山間地域等直接支払事業費」 
（農村振興課 当初：４３０，４８９千円、６補：350千円） 
内容：中山間地域等における耕作放棄地の発生を防止し、多面的機能を確保するた          

め、協定に基づく農業生産活動等を行う農業者等に対して、直接支払いするための
経費を助成する。 



 23

        ・「中山間地域等直接支払交付金」（４２５，０００千円） 
             事業主体  農業者の組織する団体等 
                        事業費     ５５０，０００千円 
             補助率      国 １／２～１／３   県１／４～１／３ 

      市町村   １／４～１／３ 
 

●(２補)臨「地域活性化推進アグリビジネス支援事業費」（農村振興課 ３，６１８千円） 
    内容：農業者等による地域資源の発掘、活用を通じた地域活性化計画の策定を支援する。 
 
      ●(当初)「中山間ふるさと・水と土保全対策事業費」 

（全体 １４，４２８千円 〔内耕地課 ７，８８４千円〕） 
        内容：中山間地域における土地改良施設及び、これと一体的に保全することが必要であると              

認められる農地の機能を良好に発揮させるための地域的な共同活動、並びに棚田地域       
等における土地改良施設及び農地の保全活動等を支援する。 

              積立基金  １，１１６，４５３千円 
             基金果実       １４，４２８千円 
                  活動内容 地域支援活動、地域リーダーの育成、保全活動ネットワーク推進、研

究活動、広報活動等 
                 ①ふるさと・水と土保全基金 
                   対象地域 山振、過疎、特農指定市町村及びこれと一体的に活動を行う地域 
                 ②棚田地域水と土保全基金 
                   対象地域 １／２０以上の傾斜地が全農用地の１／２以上を占める地域 
 
 
② 農村の生活環境の整備 

   ●(当初・２補・６補)「中山間地域総合整備事業費」 
（耕地課 当初：１，１０８，７６２千円 ２補：１０，０００千円 

6補：４０５，３６０千円） 
        内容：中山間地域の農業・農村の活性化を図るため、生産基盤、生活環境基盤を総合的に       

整備する。 
            実施地区数  県営事業 １５地区 
            負担区分    国（５５％） 県（３０％） 
 
      ●(当初)「県営ため池等整備事業費」（耕地課 ５１８，３７０千円） 
        内容：農地及び農業用施設等の災害を防止するため、ため池等を整備する。 
            実施地区数 県営事業  ９地区 
            負担区分    国（５０～５５％） 県（２５～３７％） 
 
      ●(当初・２補・６補)「農村災害対策整備事業費」 

（耕地課 当初：２２２，０００千円 ２補：５０，０００千円 6補：４４，３４６千円） 
        内容：地域で発生する災害から農村住民の生活を守るため、農業用用施設や農村防災施設を

整備する。 
            実施地区数 県営事業  ２地区 
            負担区分    国（５５％） 県（２9％） 
 
      ●(当初)「中山間地域総合農地防災事業費」（耕地課 １３３，２００千円） 
        内容：中山間地域において、農地防災施設や農地保全施設を総合的に整備する。 
                実施地区数  県営事業 ３地区 
             負担区分    国（５５％） 県（２８％） 
 
 

  ●(当初・６補)「障害防止対策耕地事業費」 
（耕地課 当初：１５０，０００千円 ６補：５０，０００千円） 

    内容：北富士演習場の演習行為に起因した土砂流入や用水不足を解消するため、「防衛施設
周辺の生活環境の整備等に関する法律」に基づく補償工事により必要な施設を整備す
る。 
実施地区数  県営事業 １地区 
負担区分    国（１００％） 
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（３）耕作放棄地の発生防止と有効活用 
 
① 多様な担い手への利用集積と基盤整備の推進 

      ●(当初)「耕作放棄地解消・発生防止基盤整備事業費」（耕地課 ２４４，２００千円） 
        内容：農地、用排水施設、農道などの基盤整備と、耕作放棄地解消・発生防止の手法を確立

する関連施策を一体的に実施する。 
            実施地区数 県営事業  ３地区 
            負担区分    国（５０～５５％） 県（２７．５％） 
 

●(当初・２補・６補)「農地環境整備事業費」 
（耕地課 当初：３４０，４８５千円 ２補：３０，０００千円 

6補：２８０，６７８千円） 
     内容：中山間地域の耕作放棄地解消や利活用を通じた国土・環境保全と、優良農地の生産性

の向上を図るための整備を一体的に実施する。 
            実施地区数  県営事業 １０地区 
            負担区分    国（５５％） 県（３０％） 
 
      ●(当初)「基盤整備促進事業費」（耕地課 １６２，１１７千円） 
        内容：農用地の利用集積等の加速的な推進を図り、農業生産の向上、効率的・安定的な農業

経営の確立を推進するための、地域の実態に即したきめ細かな農業生産基盤の整備に
助成する。 

            事業主体    市町村、土地改良区 
事業費    １２地区（２８８，１３４千円） 

            補助率      （国）５０～５５％ （県）０．５％ 
 
   ●(当初)「耕作放棄地等再生整備支援事業費」（農村振興課 ２５，０００千円） 
 

・「耕作放棄地等再生整備支援事業費補助金」（２５，０００千円） 
            内容：優良農地を確保し、農村景観の保全を図るため、耕作放棄地を解消するた

めの基盤整備等に支援する。 
             事業主体  市町村、土地改良区等 
             事業費   ５０，０００千円 
             補助率      １／２ 
 
   ●(当初)「農業経営構造対策事業費」（農村振興課 ６，２７１千円） 再掲 Ｐ２ 
 
   ●(当初)「農地中間管理事業費」（農村振興課 １３１，６４１千円） 再掲 Ｐ２ 

 
      ●(当初)「機構集積協力金交付事業費」（農村振興課 ５４，０００千円） 再掲 Ｐ４ 
 
      ●(当初・６補)「機構借受農地整備事業費」 

（農村振興課 当初：７０，０００千円、６補：３０，０００千円） 再掲 Ｐ２ 
 

●(当初)「農地集積基盤整備事業費」（耕地課 ２０，０００千円） 再掲 Ｐ４ 
 
 
② 耕作放棄地の多様な活用の促進 
●(当初)「自給飼料増産促進事業費」（畜産課 ５７８千円） 再掲 Ｐ１４ 

 
・「耕作放棄地対策放牧推進事業費補助金」（５００千円） 再掲 Ｐ１４ 

 
●(当初)「農地維持・資源向上活動支援事業費」（農村振興課 ３０８，７９４千円）  

再掲 Ｐ２２ 
 
 
（４）鳥獣害防止対策の強化 
 
① 地域ぐるみによる防止対策の推進 

      ●(当初)「鳥獣害防止対策総合実践事業費」 
（農業技術課 当初：３０，９１２千円 ２補：４，５６２千円 ６補：２，７４７千円） 

        内容：鳥獣が農作物に与える被害が深刻になっていることから、県内各地における有効な防
止対策の実践を支援し、被害を抑止する。 
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・(当初)「地域で防ぐ鳥獣被害防止支援事業費補助金」（１，０４０千円） 
         内容：集落における問題点を洗い出し、集落に住む人々の意識啓発につなげる集

落診断の実施に対し助成を行う。 
事業主体  地域協議会 

                          事業費      ２，０８０千円 
                       補助率      １／２以内 
 

・(当初)「鳥獣害対策指導体制整備事業費」（１，０００千円） 
内容：鳥獣害防止対策集落リーダーの育成と鳥獣害防止技術指導員の資質向上研

修を実施するとともに、鳥獣被害対策専門員を委嘱し、集落単位で行う鳥
獣害対策を進める。 

 
        ・(当初・２補・６補)「鳥獣被害防止総合対策事業費補助金」 

（当初：２８，４４５千円 ２補：４，５６２千円 ６補：２，７４７千円） 
                  内容：市町村が作成する「被害防止計画」に基づき、農作物被害の防止対策の取            

り組みに係る経費を助成する。 
                         事業主体  地域協議会、市町村、農業者団体等民間団体 
                          事業費      ４５，３９４千円 
                       補助率      １／２以内等 
 

・(６補)臨「鳥獣被害回避作物栽培実証事業費」（１，２００千円） 
         内容：中山間地域の鳥獣被害防止と農地の有効活用のため、被害を受けにくい農

作物の栽培実証を行う。 
             事業主体  総合農業技術センター 
 

●(当初・６補)「総合農業技術センター費」 
（農業技術課 当初：１３６，９２５千円 ６補：１，９９７千円） 
内容：柵の利用が困難な道などの開口部や「獣塀くんライト」等の柵の設置が困難な箇所な

どを踏まえた被害防止技術を開発する。 
 
 
② 効果的な被害防止施設の整備 

      ●(当初・２補・６補)「中山間地域総合整備事業費」 
（耕地課 当初：４１２，３８８千円 ２補：６０，０００千円 6補：３７，４４０千円） 
内容：獣害に対する広域的で一体的な防護環境の実現を図るため、地域の実情を踏まえた侵

入防止柵を整備する。 
 

●(当初)「農地環境整備事業費」（耕地課 当初：１８２，３２５千円） 
内容：獣害に対する広域的で一体的な防護環境の実現を図るため、地域の実情を踏まえた侵

入防止柵を整備する。 
 

●(当初・６補)「畑地帯総合整備事業費」 
（耕地課 当初：１３７，０２０千円 ６補：７，２８０千円） 
内容：獣害に対する広域的で一体的な防護環境の実現を図るため、地域の実情を踏まえた侵

入防止柵を整備する。 
 
      ●(当初)「鳥獣害防除事業費」（耕地課 ３０，0００千円） 
        内容：野生鳥獣による果樹、野菜、水稲等の農作物への被害を軽減するための被害防除施設

等の整備に助成する。 
               事業主体  市町村、農業団体 
                事業費      １００，０００千円 
             補助率      ３／１０以内 
 

●(当初・６補)「総合農業技術センター費」 
（農業技術課 当初：１３６，９２５千円 ６補：１，９９７千円） 再掲 P１７ 

 
 
③ 適正な個体数の管理 

   ●(当初)「漁業調整指導費」（花き農水産課 ７，８８９千円） 再掲 Ｐ１６ 
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●(当初・６補)「特定鳥獣適正管理事業費」 
（森林環境部 みどり自然課 当初：６１，５００千円 ６補：７，５００千円） 
内容：鳥獣の適正な保護管理を行い、鳥獣による被害対策等の効果的な実施を図るため、市

町村等が特定鳥獣保護管理計画に基づく管理捕獲を実施するのに要する経費に対し
て補助する。（※対象種：ニホンジカ、イノシシ、ニホンザル） 

 
●(当初・６補)「ニホンジカ個体数調整捕獲事業費」 
（森林環境部 みどり自然課 当初：４２，４２９千円 ６補：１９，８６８千円） 

・(当初・６補)「生態系保全ゾーンにおける管理捕獲事業」 
（当初：４２，４２９千円 ６補：８，４８５千円） 
内容：標高 1,000メートル以上の鳥獣保護区（生態系保全ゾーン）におけるニ

ホンジカの生息密度を適正なものとするため、（一社）山梨県猟友会に管
理捕獲を委託する。 

 
・(６補)新「共生ゾーンにおけるわな捕獲促進強化事業」（１１，３８３千円） 
内容：標高 1,000メートル以上の鳥獣保護区以外の地域（共生ジーン）におけ

るニホンジカの生息密度を適正なものとするため、機動性が高く安価であ
るくくりわなを利用した管理捕獲を、（一社）山梨県猟友会に委託する。 

 
 
 ６ 観光と連携したふれあいの里づくり   
 
 
（１）都市農村交流の推進 
 
① 地域資源や食材の活用 

   ●(当初)「農村女性活動推進支援事業費」（農業技術課 ２，０７４千円） 再掲 Ｐ４ 
 
        ・「農村女性による農村資源活用事業費」（７１３千円） 再掲 Ｐ４ 
 
② 多彩な体験メニューの提供 

    ●(当初)「やまなし都市農村交流推進事業費補助金」（人口問題対策室 ８８２千円） 
        内容：本県の豊かな自然、農業、農村景観などの様々な地域資源を活用した都市と農村の

交流を推進するため、体験メニューづくりや提供方法、おもてなし手法等について、
セミナーを開催する。 

 
●(当初・２補)「企業的農業展開支援対策費」 

（担い手対策室 当初：１，３５３千円 ２補：５，６３６千円） 再掲 Ｐ４ 
 

・(２補)臨「やまなしふるさと農園づくり支援事業費」（５，６３６千円） 
再掲 Ｐ４ 

 
（２）交流拠点等の整備と農村情報の発信 
 
① 魅力ある交流拠点等の整備 

   ●(当初・６補)「山村振興等農林漁業対策事業費」 
（耕地課 当初：４，６５７千円 ６補：９０，０００千円） 

        内容：中山間地域の活性化と定住の促進のため、地域の特性に応じた農林漁業の振興、安       
定的就業機会の確保、生活環境の充実等に必要な総合的整備に助成する。 

 
      ●(当初・６補)「農村地域活性化農道整備事業費」 

（耕地課 当初：１５２，１０３千円 ６補：１７９，６６６千円） 再掲 Ｐ１２ 
 
 
② 農村情報の県内外への発信 

   ●(当初)「やまなし都市農村交流推進事業費補助金」（人口問題対策室 ８８２千円） 
再掲 Ｐ２６ 

●(当初・２補・６補)「企業的農業展開支援対策費」 
（担い手対策室 当初：１，３５３千円 ２補：５，６３６千円 ６補：１，８００千円） 

 再掲 Ｐ４ 
・(２補)臨「やまなしふるさと農園づくり支援事業費」（５，６３６千円） 

再掲 Ｐ４ 
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 ●(当初)「やまなし二地域居住滞在促進事業費」（人口問題対策室 ２，３００千円） 
        内容：山梨への移住・交流を推進するため、ホームページやガイドブックによる情報提供を

行うとともに、「やまなし暮らし」に関する相談会や出張セミナー等を開催する。 
 

●(２補)「若年世代移住・定住促進事業費」（人口問題対策室 １５，０００千円） 
        内容：若年世代の移住・交流を推進するため、専門雑誌への記事記載、交流イベントやツア

ーを開催するとともに、ＨＰやパンフレットによる情報発信を行う。 
 
 

７ 平成２６年２月の大雪害の克服に向けた「雪害緊急対策事業費」 
 
 
（１）施設倒壊対策 
 
① 復旧（融資対策） 

    ●(当初)「償還円滑化緊急借換資金利子補給補助金」（農業技術課 ５６２千円） 
        内容：被災ハウスに係る借入金の借り換え資金の実質無利子化を図る。 

基準金利  ２．２５％ 
        償還期間  １５年以内（うち据置７年以内） 
        貸付利率  無利子（県１．０％、市町村１．０％、ＪＡ等０．２５％利子補給） 
 

 ●(当初)「農業施設災害復旧支援対策資金利子補給補助金」（農業技術課 ５２，４４９千円 
           融資枠   ９，７００，０００千円 

基準金利  ２．２５％ 
        償還期間  ２５年以内（うち据置１０年以内） 
          
        ・被災した農業用施設の復旧に係る資金の利子を補給する。 

限度額  ２，０００万円（畜舎を含む場合５，０００万円）、法人３億円 
融資率  １００％ 
貸付利率 無利子 

（県１．０％、市町村１．０％、ＪＡ等０．２５％利子補給） 
 
 
② 復旧（補助対策）  
 ●(当初)「被災ハウス復旧支援事業費補助金」（果樹食品流通課 ８，１８８千円） 

        内容：低コスト耐候性ハウス施設を借り入れる農家の賃借料を軽減させるため補助する。 
    補助対象者 被災ハウス栽培復旧事業で整備した施設を借り受ける農家 
    補助率   １／３ 

 
 
（２）減収対策 
 
① 経営費確保（融資対策） 

   ●(当初)「被災農業者リスケジュール資金利子補給補助金」（農業技術課 ３９４千円） 
内容：被災農業者の既往近代化資金の償還負担を軽減するための利子補給を行う。 

基準金利  ２．２５％ 
償還期間  据置３年＋既往資金の残存償還年 

        貸付利率  無利子（県１．０％、市町村１．０％、ＪＡ等０．２５％利子補給） 
 

 ●(当初)「雪害対策経営安定化支援資金利子補給補助金」（農業技術課 ２８１千円） 
内容：既に投資した経費について貸し付けする資金の利子補給を行う。 

基準金利  ２．２５％ 
償還期間  ５年以内（うち据置１年以内） 

        貸付利率  無利子（県１．０％、市町村１．０％、ＪＡ等０．２５％利子補給） 
 
 
８ その他 
 
   ●(６補)臨「やまなし農業施策大綱策定事業費」（農政総務課 ９３８千円） 
    内容：農業を取り巻く環境変化に対応し、本県農業の活性化を図るため、今後の農業施策

の基本方針を策定する。 
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 補助対象別主要事業一覧 Ｎｏ．１ （生産関係施設） 
 
 
 
 
      
    事     業     名 
 
 
 
 

 
育
苗
施
設 

 
穀
類
乾
燥
調
整
貯
蔵
施
設 

 
堆
き
ゅ
う
肥
施
設
・ 
散
布
機 

 
動
力
溝
掘
機 

 
種
苗
増
殖
施
設 

 
消
毒
用
機
械
・ 
施
設 

 
コ
ン
バ
イ
ン 

 
潅
水
用
施
設 

 
温
室
等
生
産
施
設 

 
菌
類
生
産
施
設 

 
運
搬
機
械 

 
農
機
具
格
納
庫 

 
防
風
・ 
防
霜
施
設 

 
そ
の
他
栽
培
用
機
械 

 
種
苗
の
購
入 

 
ぶ
ど
う
棚
・ 
醸
造
施
設 

 
水
産
関
係
施
設 

農業経営構造対策事業（農村振興課） ○ ○       ○         

山村振興等農林漁業対策事業（耕地課） ○ ○ ○  ○ ○   ○   ○ ○ ○   ○ 

やまなし農業・農村総合支援事業（農村振興課） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  △  

活力ある水田農業支援事業（花き農水産課） ○  ○ ○ ○ ○ △ ○ ○  ○   ○    

醸造用甲州産地育成事業（果樹食品流通課）               ○ ◇  

果樹農家規模拡大加速化支援事業（果樹食品流通課）               ○   

農業用機械・施設整備事業（農業技術課） ○ ○ ○   ○ ○  ○   ○ ○ ○  ○  

ニューファーマー定着支援事業（担い手対策室）      ○   ○     ○    

アグリマスター研修制度支援事業（担い手対策室） ○ ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○ ○  

 
注）△は条件により補助対象。◇はぶどう棚に限る。 
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 補助対象別主要事業一覧 Ｎｏ．２ （生産施設：畜産関係） 
 
 
 
 
 

事     業     名 

 
飼
料
調
整
施
設 

 
飼
料
貯
蔵
施
設 

 
飼
料
収
穫
調
製
機
械 

 
飼
料
運
搬
車 

 
放
牧
施
設 

 
糞
尿
処
理
施
設
・ 
機
械 

 
農
機
具
格
納
庫 
 
 
 
 

 
堆
き
ゅ
う
肥
施
設 

山村振興等農林漁業対策事業（耕地課） ○ ○ ○     ○ 

自給飼料増産促進事業（畜産課） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  

畜産環境総合対策事業（畜産課）      ○  ○ 
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 補助対象別主要事業一覧 Ｎｏ．３ （流通・加工・販売施設） 
 
 
 
 
 

事     業     名 

 
畑 
作
物
等
加
工
施
設 

 
茶
等
特
用
作
物 
加
工
施
設 

 
果
樹 
等
加
工
施
設 

 
畜
産
物 
加
工
施
設 

 
農
畜
産
物
直
売
施
設 

 
集
出
荷
施
設 

 
貯
蔵
施
設 

 
選
別
用 
機
械 

 
特
産
品 
開
発 

農業経営構造対策事業（農村振興課） ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○  

山村振興等農林漁業対策事業（耕地課） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  

やまなし農業・農村総合支援事業（農村振興課） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

活力ある水田農業支援事業（花き農水産課）     ○ ○ ○ ○  

やまなし果樹産地施設等整備事業（果樹食品流通課）   ○  ○ ○ ○ ○  
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 補助対象別主要事業一覧 Ｎｏ．４ （土地基盤整備） 
 
 
 
 
 

事     業     名 

 

用 
排 
水 
路 

整 
備 

 

整 
地 
・ 
客 
土 
 

 

水 
田 
の 
ほ 
場 
整 
備 

 

農 
道 
の 
改 
良 

・ 
舗 
装 

 

か 
ん 
が 
い 
施 
設 

 

土 
壌 
・ 
土 
層 
改 
良 

 

畑 
・ 
樹 
園 
地 
の 
ほ 
場 
整 
備 

 

暗 

渠 

排 

水 

 

草 
地 
・ 
飼 
料 
畑 
等 
の 
造 
成 

 

伐 
採 
・ 
抜 
根 

・ 
改 
植 

 

農 
地 
の 
防 
災 
対 
策 
・ 
保 
全 

 

防 
風 
施 
設 

 
農 
地 
の 
流 
動 
化 
・ 
集 
団 
化 

 

た 
め 
池 
等 
の 
整 
備 

 

排 
水 
機 
場 
の 
設 
置 

 

地 
滑 
り 
の 
防 
止 

 

鳥 

獣 

害 

の 

防 

止 

 

 

 

農業経営構造対策事業（農村振興課） ○ ○ ○ ○  ○ ○    ○       

中山間地域総合整備事業（耕地課） ○ ○ ○ ○   ○ ○ ○  ○ ○     ○ 

中山間地域総合農地防災事業（耕地課） ○          ○   ○    

農地環境整備事業（耕地課） ○  ○ ○   ○ ○ ○  ○      ○ 

耕作放棄地解消・発生防止基盤整備事業（耕地課） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○     ○ 

経営体育成基盤整備事業（耕地課） ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○  ○ ○     ○ 

たん水防除事業（耕地課） ○              ○   

ため池等整備事業（耕地課） ○          ○   ○    

農村災害対策整備事業（耕地課） ○          ○   ○  ○  

基盤整備促進事業（耕地課） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○   ○      ○ 

畑地帯総合整備事業（耕地課） ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○     ○ 

かんがい排水事業（耕地課） ○    ○             

広域・基幹などの農道整備事業（耕地課）    ○              
地すべり対策事業（耕地課）                ○  
特産農産物生産支援整備事業（耕地課） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○      

鳥獣害防除事業（耕地課）                 ○ 

自給飼料増産促進事業（畜産課）         ○         

耕作放棄地等再生整備支援事業（農村振興課） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○           
企業的農業経営推進支援モデル事業（農村振興課） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○           
機構借受農地整備事業（農村振興課） ○ ○ ○ ○   ○   ○ ○  ○     
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補助対象別主要事業一覧 Ｎｏ．５ （農村の整備） 
 
 
 
 
 
    事     業     名 

 
営
農
飲
雑 
用
水
施
設 

 
体
験
農
園 

 
農
村
集
落
親
水
・ 
景
観
保
全 

 
集
落
防
災
施
設 

 
研
修
・ 
交
流
等
施
設 

 
高
齢
者
活
動
支
援
施
設 

 
施
設
用
地
整
備 

 
た
め
池
等
水
辺
環
境
の
整
備 

 
農
村
集
落
道
整
備 

 
農
村
集
落
用
排
水 
施
設 

 
生
態
系
の
保
全 

 
簡 
易 
給 
水 
・ 
排 
水 
施 
設 
 

農業経営構造対策事業（農村振興課）  ○   ○  ○      

山村振興等農林漁業対策事業（耕地課）  ○ ○  ○ ○ ○  ○   ○ 

中山間地域総合整備事業（耕地課） ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○  

地域用水環境整備事業（耕地課）   ○ ○    ○   ○  

ため池等整備事業（耕地課）    ○    ○     

畑地帯総合整備事業（耕地課） ○  ○ ○     ○ ○ ○  

経営体育成基盤整備事業（耕地課） ○  ○ ○     ○ ○ ○  
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 補助対象別主要事業一覧 Ｎｏ．６－１ （ソフト事業・セミハード事業） 
 
 
 
 
 
    事     業     名 

 
推
進
会
議
の
実
施 

 
研
修
会
等
の
実
施 

 
構
想
・ 
指
針
等
の
策
定 

 
各
種
調
査
の
実
施 

 
実
証
ほ
場
等
の
設
置 

 
種
苗
の
購
入 

 
農
産
物
の
Ｐ
Ｒ 

 
新
技
術
等
の
導
入 

 
農
地
の
利
用
調
整 

 
農 
地 
利 
用 
集 
積 
促 
進 

 
果
樹
伐
採
・ 
棚
の
再
設
置
他 

 
普
及
啓
発
活
動 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
集
出
荷
関
係
機
器
の
整
備 

やまなし農業・農村総合支援事業（農村振興課）     ○   ○      

果樹団地化促進支援事業（耕地課）          ○ ○   

耕作放棄地対策放牧推進事業費（畜産課）     ○   ○    ○  

やまなし有機の郷づくりステップアップ事業 
（農業技術課）       ○      ○ 
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 補助対象別主要事業一覧 Ｎｏ．６－２ （ソフト事業・セミハード事業） 
 
 
 
 
 
    事     業     名 

 
推
進
会
議
の
実
施 

 
研
修
会
の
実
施 

 
構
想
・ 
指
針
等
の
策
定 

 
各
種
調
査
の
実
施 

 
生
産
組
織
等
の
活
動
助
成 

 
農
産
物
等
の
Ｐ
Ｒ 

 
景
観
の
保
全
・ 
形
成 

 
集
落
共
同
活
動
の
支
援 

 
鳥
獣
害
の
防
止 

自立経営体確保育成促進事業（農業技術課） ○ ○  ○      

農業生産工程管理手法（ＧＡＰ）推進事業 
               （農業技術課） ○ ○    ○    

中山間ふるさと・水と土基金事業（耕地課） ○ ○ ○ ○   ○ ○  

安全・安心ブランド農産物推進事業 
               （農業技術課）  ○ ○ ○      

鳥獣被害防止総合対策事業（農業技術課）         ○ 

地域で防ぐ鳥獣被害防止支援事業費（農業技術課）        ○ ○ 

やまなし有機の郷づくり推進事業費（農業技術課）     ○ ○    
やまなし有機の郷づくり実践モデル事業費 

（農業技術課）    ○ ○ ○    

中山間地域等直接支払事業（農村振興課） ○ ○  ○  ○ ○ ○ ○ 

農地維持・資源向上活動支援事業（農村振興課） ○ ○  ○   ○ ○ ○ 

やまなし新ブランド食肉普及拡大推進事業費(畜産課)      ○    

 


